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政策

施策

基本事業

事務事業
コード

産業立地推進事業

市民生活部
産業課

工業の振興

06

地域工業の活性化01

実施
計画62-0101

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・愛知県産業立地推進協議会
・市内、外事業者

●愛知県産業立地推進協議会に負担金を支出する。
　＜構成団体＞
　愛知県、名古屋市、名古屋港管理組合、名古屋商工会議所、県内市町村
　＜協議会の事業＞
　・企業誘致及び産業適正配置の推進
　・産業立地条件等の調査研究
　・産業立地に関する関係当局に対する意見の具申
●工場立地法に基づく特定工場からの届出の審査・受理を行う。（県からの権限
移譲事務）
※平成28年4月、緑地面積率等の規制緩和を行うための地域準則条例を制定
●尾張旭市企業再投資促進補助制度を運用する。
●中小企業等経営強化法に基づく先端設備導入計画の認定を行う。
●事業者からの各種相談を受ける。

・適正な産業立地を推進することで、地
域産業の振興と経済の活性化が図られて
いる。
・特定工場の届出が遅滞なく行われてい
る。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 30 30 2,330 2,252

財源内訳
千円

30

国・県・市による支援メニュー数

産業立地推進支援メニューを利用した事業数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

対象

5 5 5

11 9 5

30 2,330 2,252

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

活力あふれるまちづくり

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）産業立地推進支援メニューを利用した事業数は令和元年度実績から6件
減少している。
（原因）新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響で、設備投資等の需要が大
幅に減少したことが原因と考えられる。

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

低下

余地が中程度

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 拡大

●産業立地計画の策定に着手します。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

今後の事務事業の方向性を検討するために、産業振興基礎調査に着手した。

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ
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政策

施策

基本事業

事務事業
コード

地域工業活性化事業

市民生活部
産業課

工業の振興

06

事業者への支援02

実施
計画62-0201

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・市内の中小陶磁器生産者
・瀬戸地域窯業技術協議会 瀬戸地域窯業技術協議会に負担金を支出する。

　＜構成団体＞
　・近隣３市（尾張旭市、瀬戸市、長久手市）
　・関係４団体（瀬戸商工会議所、愛知県陶磁器工業共同組合、
　　愛知県珪砂鉱業協同組合、瀬戸陶磁器卸商業協同組合）
　＜協議会の事業＞
　・技術講演会の開催
　・研究成果普及講習会の開催
　・中学生向け「科学教室」の開催
　・「瀬戸窯技だより」の発行（年１回）など

瀬戸地域窯業技術協議会に賛同し、窯業
技術の開発促進と陶磁器産業の振興が図
られている。

指標名称

担当

単位 30年度実績 元年度実績 02年度当初 02年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 30 30 30 30

財源内訳
千円

30

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

30 30 30

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

02
（対象をどのような状態にしたいのか）

02

活力あふれるまちづくり

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活
動
指
標

成
果
指
標

事業費　計

【活動指標の状況】

R02年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

未設定

R02年度実施取組方針の実績評価
R02年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

R02年度実施取組方針の実績評価 実施状況 未設定

一般会計

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ


